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めるものとする。

ア　作業標準、作業手順書等

イ　仕様書、化学物質等安全データシート

（MSDS）等、使用する機械設備、材料等

に係る危険性又は有害性に関する情報

ウ　機械設備等のレイアウト等、作業の周

辺の環境に関する情報

エ　作業環境測定結果等

オ　混在作業による危険性等、複数の事業

者が同一の場所で作業を実施する状況に

関する情報

カ　災害事例、災害統計等

キ　その他、調査等の実施に当たり参考と

なる資料等

に関する情報についても入手すべきもので

あること。

(3) 指針の７(1) アからキまでについては、

以下に留意すること。

ア　指針の７(1) アの「作業手順書等」の

「等」には、例えば、操作説明書、マニュ

アルがあること。

イ　指針の７(1) イの「危険性又は有害性

に関する情報」には、例えば、使用する

設備等の仕様書、取扱説明書、「機械等

の包括的な安全基準に関する指針」に基

づき提供される「使用上の情報」、使用

する化学物質の化学物質等安全データ

シート（MSDS）があること。

ウ　指針の７(1) ウの「作業の周辺の環境

に関する情報」には、例えば、周辺の機

械設備等の状況や、地山の掘削面の土質

やこう配等があること。また、発注者に

おいて行われたこれらに係る調査等の結

果も含まれること。

エ　指針の７(1) エの「作業環境測定結果

等」の「等」には、例えば、特殊健康診

断結果、生物学的モニタリング結果があ

ること。

オ　指針の７(1) オの「複数の事業者が同

一の場所で作業を実施する状況に関する

情報」には、例えば、上下同時作業の実

施予定や、車両の乗り入れ予定の情報が

あること。

カ　指針の７(1) カの「災害事例、災害統

計等」には、例えば、事業場内の災害事

例、災害の統計・発生傾向分析、ヒヤリ

ハット、トラブルの記録、労働者が日常

不安を感じている作業等の情報があるこ

と。また、同業他社、関連業界の災害事

例等を収集することが望ましいこと。

キ　指針の７(1) キの「その他、調査等の

実施に当たり参考となる資料等」の「等」
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(2) 事業者は、情報の入手に当たり、次に掲

げる事項に留意するものとする。

ア　新たな機械設備等を外部から導入し

ようとする場合には、当該機械設備等の

メーカーに対し、当該設備等の設計・製

造段階において調査等を実施することを

求め、その結果を入手すること。

イ　機械設備等の使用又は改造等を行おう

とする場合に、自らが当該機械設備等の

管理権原を有しないときは、管理権原を

有する者等が実施した当該機械設備等に

対する調査等の結果を入手すること。

ウ　複数の事業者が同一の場所で作業する

場合には、混在作業による労働災害を防

止するために元方事業者が実施した調査

等の結果を入手すること。

エ　機械設備等が転倒するおそれがある場

には、例えば、作業を行うために必要な

資格・教育の要件、セーフティ・アセス

メント指針に基づく調査等の結果、危険

予知活動（KYT）の実施結果、職場巡視

の実施結果があること。

(4) 指針の７(2) については、以下の事項に

留意すること。

ア　指針の７(2) アは、「機械等の包括的

な安全基準に関する指針」、ISO、JIS の

「機械類の安全性」の考え方に基づき、

機械設備等の設計・製造段階における安

全対策を行うことが重要であることか

ら、機械設備等を使用する事業者は、導

入前に製造者に調査等の実施を求め、使

用上の情報等の結果を入手することを定

めたものであること。

イ　指針の７(2) イは、使用する機械設備

等に対する設備的改善は管理権原を有す

る者のみが行い得ることから、その機械

設備等を使用させる前に、管理権原を有

する者が調査等を実施し、その結果を機

械設備等の使用者が入手することを定め

たものであること。

　また、爆発等の危険性のあるものを取

り扱う機械設備等の改造等を請け負った

事業者が、内容物等の危険性を把握する

ことは困難であることから、管理権原を

有する者が調査等を実施し、その結果を

請負業者が入手することを定めたもので

あること。

ウ　指針の７(2) ウは、同一の場所で混在

して実施する作業を請け負った事業者

は、混在の有無やそれによる危険性を把

握できないので、元方事業者が混在によ

る危険性について事前に調査等を実施

し、その結果を関係請負人が入手するこ

とを定めたものであること。

エ　指針の７(2) エは、建設現場において


